
令和元年１０月　廃棄物対策課　

◎　はじめに

　　私たちが生活している限り、ごみは必ず発生します。

　　ごみを適正に処理するためには、処理をする職員の労力、施設を動かす燃料、電気などのエ

ネルギー、そして、それらの対価としての「お金」がかかります。

　　会津若松市では、ごみの処理にかかる費用はすべて一般財源（市民税、固定資産税など）で

まかなっています。

　　これより、平成 30 年度のごみ処理にかかった経費について報告します。
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（１）　ごみ処理経費の計算方法

　ごみの「処理」とは、家庭や事業所から出たごみや資源物を収集し、処理場まで運搬し、焼却・

埋め立て・リサイクルなど、適正に処分、再利用するまでのすべての作業を指します。

　

　会津若松市では、環境省が定めた『一般廃棄物会計基準』という経費の計算方法を取り入れ、

「ごみ処理原価」として、ごみ処理にかかる経費を計算しています。

　●　会津若松市の「ごみ処理原価」について

　　　「一般廃棄物会計基準」では、経費を ① 収集運搬部門（ごみの収集、処理場までの運搬に

かかる経費）、②中間処理部門（ごみ処理施設での、焼却処理、破砕処理等にかかる経費）、③

最終処分部門（最終処分場での埋立処理等にかかる経費）、④ 資源化部門（資源物の処理に

かかる経費）、⑤管理部門（契約、経理、排出指導等の事務作業にかかる経費）に分けます。

　　　その他の広報・意識啓発事業にかかる経費、環境美化、不法投棄の防止、不法投棄物や災

害等廃棄物の処理にかかる経費、補助金等は「ごみ処理原価」の中には含めません。

　　　本市では、基本的には基準どおりに計算していますが、行政回収（市のごみ収集）と集団回

収との経費の比較をより正確に示すため、国の基準では「ごみ処理原価」に含めない「集団回

収奨励金（特別奨励金含む）」を原価計算に含めています。

　【　ごみ処理原価に含める経費　】

大部門 小部門 説明

作業部門

収集運搬部門

ごみ・資源物の収集運搬にか

かる経費

※委託の収集だけでなく、直

営の粗大ごみ収集も含む

※集団回収奨励金を含む

中間処理部門

ごみ（「燃やせるごみ」「燃やせ

ないごみ」）の焼却、破砕にか

かる経費

最終処分部門

ごみ（「燃やせるごみ」「燃やせ

ないごみ」）の埋立処理にかか

る経費

資源化部門

資源物の処理（ベール化など

の中間処理も該当）にかかる経

費。

※本市、「リサイクルコーナー」

の維持管理経費も計上。

管理部門
契約、経理事務、排出指導等

にかかる経費。
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　【　ごみ処理原価に含めない経費　】

項目 説明

 一般廃棄物処理計画の策定にかかる経費 ごみ処理基本計画、分別収集計画など。

 許可業務にかかる経費
一般廃棄物処理業許可、一般廃棄物処理

施設の許可。

 広報・普及啓発にかかる経費

「ごみ・資源物排出カレンダー」作成、見学

会、環境フェスタなど、各種イベント、意識

啓発活動。

 不法投棄防止対策にかかる費用 不法投棄監視員の委嘱、パトロールなど。

 不法投棄物、災害ごみの収集運搬、中間処理、

最終処分等にかかる臨時的な経費

不法投棄物収集、適正処理困難物処理、

災害等廃棄物処理事業、処理施設の整備

にかかる積立金など

 補助金等 生ごみ処理機等設置補助金

　　◎ごみ処理経費には、し尿処理にかかる経費は含めません。
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　　◎会津若松市のごみ処理について

　　　　会津若松市では、粗大ごみ以外のごみの収集は、民間の業者に委託して実施しています。

　　　　また、ごみの処理は、本市を含めた１０市町村で構成される『会津地方広域市町村圏整備

　　　組合』が運営するごみ処理施設（環境センター）で行っており、本市はその運営費用の一部

　　　を負担しています。

　　　　本市のごみ処理経費は、民間の業者への委託料と環境センター運営のための負担金が

　　　大部分を占めています。



（２）　平成 30 年度　ごみ処理原価

　　平成 30 年度のごみ処理原価は、次のとおりです。

　①　ごみ処理にかかる経費

　②　集団回収にかかる経費

　　　　　　　　　　　　

　　　　◎人口：120,841人（平成 30 年 10月1日現在、現住人口）

　　　　　　※東日本大震災による避難者の人口を含みます。
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表 2-1 ：ごみ処理にかかる経費

※ 詳細は巻末【 資料】 を参照

表 2-2 ：集団回収にかかる経費

ごみの種類

燃やせるごみ 605,029 -8,260 14.74 0.06 5,006.82 -23.23

燃やせないごみ 155,045 -4,343 58.54 -3.40 1,283.05 -24.21

粗大ごみ 66,146 -1,348 158.54 -14.75 547.38 -6.19

ペットボトル 12,711 3,697 41.85 13.66 105.19 31.26

74,790 -1,244 97.67 -1.12 618.91 -4.70

びん類 62,458 510 80.67 4.63 516.86 8.78

かん類 34,031 -828 95.07 2.12 281.62 -4.29

古紙類 87,402 546 48.00 6.33 723.28 10.91

リサイクル品 8,995 -2,131 981.48 409.29 74.44 -16.81

川ざらい土砂 3,900 -187 7.98 0.23 32.27 -1.25

給食施設生ごみ 7,134 70 84.83 0.64 59.04 1.10

合計／全体 1,117,641 -13,518 22.95 0.19 9,248.86 -28.64

ごみ処理原価
（千円）

前年度比
(千円)

ごみ処理単価
（円/㎏）

前年度比
（円/㎏）

一人あたり
ごみ処理経費（円/人）

前年度比
（円/人）

プラスチック製
容器包装

ごみの種類

かん類 180 36 5.71 1.34 1.49 0.31

古紙類 6,788 -585 4.11 0.10 56.17 -4.30

布類 9 0 4.33 0.33 0.07 0.00

リターナブルびん 75 -7 3.86 0.19 0.62 -0.05

廃食用油 8 1 5.76 1.01 0.07 0.01

合計／全体 7,060 -555 4.14 0.13 58.42 -4.04

ごみ処理
原価（千円）

前年度比
(千円)

ごみ処理
単価（円/㎏）

前年度比
（円/㎏）

一人あたり 
ごみ処理経費（円/人）

前年度比
（円/人）



【 参考 】　「ごみ処理原価」に含まれない経費

（１）　ごみ処理事業全体にしめる「ごみ処理原価」の割合

　　市では、ごみの処理以外にも、『ごみ・資源物排出カレンダー』の発行、分別や３ Rの取り組み

の PRなどの意識啓発事業や、ポイ捨て、不法投棄の防止などの環境美化活動、生ごみ処理機

の設置補助など公衆衛生・生活環境の保全のための様々な事業を行っています。

　　これらの事業を含めたごみ処理事業全体（行政コスト※1）と、それに含まれる「ごみ処理原価」

の割合は次のとおりです。

　【平成 30 年度　ごみ処理事業にかかる経費（行政コスト）】

　　※2その他の経費には、処理施設の整備にかかる積立金などにかかる経費が含まれます。

          ごみ処理経費の計算の際には、し尿処理にかかる経費はのぞきます。

　　※1行政コスト・・・市が行う一般廃棄物（ごみ）の処理に関する事業について、対象期間に要したすべての　

　　　　　　　　　　　　　費用を表したもの
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不法投棄物等の処理 不法投棄物等の処理 0.05%0.05%

補助金等 補助金等 0.24%0.24%

その他の各種施策 その他の各種施策 26.89%26.89%

ごみ処理原価 ごみ処理原価 72.82%72.82%

ごみ処理事業の運営に要する経費の割合

不法投棄物等の処理

補助金等

その他の各種施策

ごみ処理原価

（単位：千円）

部門 金額
ごみ処理原価

市の処理（収集運搬・処分）にかかる経費 1,117,641
集団回収にかかる経費 7,060

小計 1,124,701
その他の各種施策にかかる費用

計画策定に要する経費 0
許可の業務に関する経費 0
一般廃棄物排出事業者にかかる費用 0
広報・普及啓発にかかる経費 1,824
不法投棄等の防止にかかる経費 5,511

407,954
小計 415,289

経常移転支出

補助金等 3,725
小計 3,725

不法投棄物等の処理などにかかる経費

適正処理困難物等の処理にかかる経費 734
小計 734

合計 1,544,449

その他の経費※



（２）　収入

　　市では、収集したごみや資源物のうち、有価物として売れるもの（スチール缶、アルミ缶、古紙）

については、民間業者へ売っています。

　　また、小動物の焼却や、収集運搬業者の許可の申請・更新の際の手数料などを徴収していま

す。

　　平成 30 年度の収入は次のとおりです。

　　　　　【　平成 30 年度 収入　】

項目 収入額（千円）

　資源物売り払い収入 10,482　

　小動物死体処理手数料 　639　

　一般廃棄物許可申請等手数料※1 196　

　洗車場管理運営協力金 450　

　その他の収入※2 1,850　

合計 13,617　

表 2-1：ごみ処理事業における収入　　　　　　　　　

　　　※１･･･許可手数料等には、一般廃棄物処理業許可、浄化槽清掃業許可、

　　　　　　　　施設器材検査手数料が含まれます。

　　 　※2・・・その他の収入には、光熱水費徴収金、会津若松地方広域市町村圏整備組合収入、

　　　　　　　　電柱等使用量等が含まれます。
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（３）　ごみ処理経費の推移

　　　直近の５年間のごみ処理経費の推移は以下のとおりです。
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（単位：千円）

年度
H26 H27 H28 H29 H30

市のごみ収集・処理にかかる経費
1,178,634 1,201,390 1,144,479 1,131,159 1,117,641

集団回収にかかる経費
9,477 9,186 8,382 7,615 7,060

ごみ減量施策にかかる費用
12,578 12,228 12,084 11,990 11,060

災害等廃棄物や不法投棄物の処理にかかる経費
879 567 768 820 734

施設の維持管理にかかる積立金等
345,976 346,625 359,981 409,355 407,954

合　　　計
1,547,544 1,569,996 1,525,694 1,560,939 1,544,449

H26 H27 H28 H29 H30
0

350,000

700,000

1,050,000

1,400,000

1,750,000

ごみ処理経費の推移

施設の維持管理にかかる
積立金等 

災害等廃棄物や不法投棄
物の処理にかかる経費 

ごみ減量施策にかかる費
用 

集団回収にかかる経費 

市のごみ収集・処理にかか
る経費 

年度

金額（千円）

図 3-1 ：ごみ処理経費の推移

表 3-2 ：ごみ処理経費の推移


